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第１ 事前協議 

 道路位置指定を受けようとする者は、道を築造する前に、あらかじめその計画内容について

協議を行わなければならない。 

 
１ 事前協議書の提出 

 事前協議にあたっては、道路位置指定にかかる事前協議書正副２部を作成し、西臼杵支庁

又は土木事務所（以下「土木事務所等」という。）に提出すること。 

 

２ 現地調査 

必要に応じ申請者又は代理者及び関係市町の立会いのもと現地調査を行う。      
 
３ 開発行為に該当しないことの確認 

都市計画法第２９条第１項の規定による開発許可の要否について、事前に許可権者と協議

するよう努めること。 
 

４ 事前協議の終了 

道の築造計画が建築基準法その他関係法令に適合すると認めたときは、事前協議書の副本

を添えて事前協議が終了した旨の通知を交付する。 
 
５ 事前協議書の再提出 

事前協議が終了した旨の通知があったときから、翌年度末までに工事が完了しない場合、

改めて事前協議が必要となる。なお、内容に変更がある場合は、事前協議書を再度提出しな

ければならない。 

（※ 経年による道路形状の変更、所有者等の変更を再度確認するため。） 

 

第２ 築造工事の完了報告 
築造工事が完了したときは、土木事務所等に報告しなければならない。 

 

１ 現地確認 

  築造主から完了報告を受けた場合において、土木事務所等の担当職員は、関係者の立会い

の上、現地の確認を行うものとする。現地確認の結果、事前協議書と異なる部分が生じてい

る場合には、協議を行わなければならない。 

 
２ 位置指定の申請 

  現地確認の結果、事前協議書のとおり築造されていると判断された場合には、すみやかに
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道路位置指定の申請書を土木事務所等に提出するものとする。 
 
第３ 位置指定申請書、添付図書及び記載事項 
 道路位置指定の申請書並びに添付する図面及び書類は、次により作成するものとする。         

 
１ 申請書（別添 細則 様式第 15 号） 

  次の事項を記入したものであること。 
（１）申請者（指定を受けようとする道を築造する者または指定を受ける道となる土地の所有

者であって、指定後の道路の維持管理について責任を負う者とする。） 
（２）代理者（委任状（文例５）により委任を受けた者） 
（３）申請に関する道路部分の地名地番（里道、水路等の公有地を含む場合は「～番地先里道 

（水路）」などその旨を記入する。 
（４）申請に関する宅地部分の地名地番及び関係土地の地名地番 
（５）申請に関する道路の概要（幅員、延長、隅切り長さ、側溝の幅）（※） 
（６）申請に関する道路部分の面積（※） 
（７）申請に関する関係土地の面積（※） 
（８）申請に関する敷地の合計の面積（※） 
（９）申請理由 

 
※ 各数値の表記について、単位はメートル若しくは平方メートル（小数点以下第３位を切

り捨てて、小数点以下第２位まで）とする。 

  
２ 附近見取図（Ｓ：１／２５００程度）                       

都市計画図等を転写し、方位、道路及び申請地附近の目印となる物件(学校、スーパー、駅、 

ビル名等）を記入したものであること。            

         
３ 公図（S：１／６００程度）                              

法務局備え付けの公図（不動産登記法（平成 16年法律第 123 号）第 14条第１項の地図又 

は同条第４項の地図に準ずる図面をいう。）を転写し、指定を受けようとする部分を色分け

し、図面余白に転写した法務局名、転写した年月日並びに転写した者の住所及び氏名を記載

したものであること。  

         
４ 地籍図（実測図）（Ｓ：１／１００～１／５００程度）       
   次の事項を記入したものであること。 

（１）縮尺及び方位 

（２）指定を受けようとする道路の位置、延長及び幅員 

（３）土地の境界、地番及び地目 

（４）土地の所有者及びその土地又はその土地にある建築物若しくは工作物に関して権利を有

する者の氏名 

（５）土地内にある建築物、工作物、道路及び水路の位置 

（６）土地の高低差 
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（７）計画敷地のすべての面積算定に必要な辺の長さ及び面積 

（８）その他形上特記すべき事項 

  
５ 敷地計画図（Ｓ：１／１００～１／５００程度）           
  次の事項を記入したものであること。 

（１）指定を受けようとする道路の位置、構造及び勾配 

（２）計画敷地境界線、計画敷地内の宅地割り、宅地の地盤の高さ並びに擁壁の位置及びその

構造 

（３）計画敷地内及び計画敷地の周辺の既存道路の位置（都市計画道路を含む。） 

（４）計画敷地の周辺の地形及び地物 

   
６ 排水計画図（Ｓ：１／１００～１／５００程度）             
   指定を受けようとする道路、計画敷地内の側溝及び下水管の位置及び構造並びに排水の処 

理方法を記入したものであること。           

      なお、この場合、図面は上記５の図面を使用してさしつかえない。                

 
７ 道路横断図（Ｓ：１／５０以上）                         

指定を受けようとする道路の幅員、勾配及び側溝の各寸法（内法巾、深さ、厚さ等）を記 

入し、各道路幅員別に作図したものであること。                          

   
８ 道路縦断図（縮尺任意）                                 

指定を受けようとする道路別に、その道路の延長、高低差及び勾配を記入したものである 

こと。                                

  

９  高低測量図（Ｓ：１／２００程度） 

    等高線（２メートル以下の標高差を示すものとする。)及び計画敷地境界線、指定を受け   

ようとする道路の位置、既存道路の位置等を記入したものであること。 

  なお、この場合、上記５の図面を使用してさしつかえない。              

 

10 承諾書 

（１）所有者又は権利者                                               

    指定を受けようとする道路の敷地となる土地の所有者及びその土地又はその土地にある建 

築物若しくは工作物に関して権利を有する者（以下「土地の所有者等｣という。）の承諾を得 

た上で押印したもの（様式２）であること。 

    なお、「権利の種類」の欄は、所有権、借地権、地役権、抵当権等を記入すること。 

 

（２）道を管理する者 

申請に係る道を令第 144 条の４第１項及び第２項に規定する基準に適合するよう、将来に 

わたり管理する者（以下「道の管理者」という。）の承諾を得た上で押印したもの（様式３）

であること。 

 

11 印鑑登録証明書                                        
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  申請者、土地の所有者等及び道の管理者の印については、印鑑登録証明書を添付すること。 

  なお、この印鑑登録証明書は、申請書受理日前３か月以内に取得したものであること。                            
  

12 登記簿謄本                     

   道路の敷地となる土地の分筆登記を行い、地目を公衆用道路として登記した登記簿謄本を

添付すること。                   

    なお、この登記簿謄本は、申請書受理日前３か月以内に取得したものであること。                                            
 

13 関係法令に基づく許可書等                              

    里道及び水路等の使用、廃止又は変更を伴うときは、当該里道及び水路等の管理者の承諾 

書又は許可書の写しを添付すること。 

  

14 委任状  

    申請者から道路位置指定の手続きの委任を受けた者が、当該申請を行う場合は委任状（文 

例５）を添付すること。                                  

 

15 写真  

    指定を受けようとする道路の全体的な形態、起点、隅切り、屈折点、転回広場、終点等の 

形状及び寸法がわかる写真を添付すること。   

  

16 その他土木事務所長等が必要と認めた書類
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第４ 道に関する基準 

 指定を受けようとする道（以下「指定道路」という。）に関する基準は、建築基準法施行

令第144条の４によるものとし、以下にその取扱い基準を示す。 

 １ 令第 144 条の４第１号関係 

 （１）両端が他の道路に接続したもの 

  

  

 

 

 

 

 

（２）袋路状道路とすることができるもの（令第 144 条の４第１号イ関係）                  

ア その一端のみが他の道路に接続したもの                     

   （ア）延長が 35ｍ以下のもの    

    

 

 

 

 

 

  

（イ）既存袋路状道路に接続する場合の延長 

      ａ   既存袋路状道路の幅員が４ｍ以上６ｍ未満                    

 

      ① 

 

 

 

 

       

 

 

     ② 
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凡例 

W は幅員 

≦ 



 

ｂ  既存袋路状道路の幅員が６ｍ以上  

      ① 

                                                                   

 

 

 

 

 

 

 

     ※ 既存袋路状道路と指定道路の幅員が異なる場合は、原則として隅切りを設ける。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

     ②   

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

イ 終端が自動車の転回に支障がないものに接続している場合（令 144 条の４第１号ロ

関係） 
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45°以上 

45°以上 

４ｍ 指定道路 

袋路状道路 

・ 

・ 



 

ウ 延長 35ｍを越える場合で、自動車の転回広場が設けられている場合（令第 144 条の

４第１号ハ関係)   

   

 

    ※自動車の転回広場（昭和 45 年建設省告示第 1837 号 

 

例示(指定道路の幅員が４ｍ以上６ｍ未満の場合)       

 （ア）中間に設けるもの                             

①                    ② 

 

 

 

 

 

 

③                     ④  

 

 

 

 

   

 

  

   （イ）終端に設けるもの 

①                     ② 
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③                       ④ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 幅員６ｍ以上の場合(令第 144 条の４第１号ニ関係） 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ アからエまでに準ずる場合で、特定行政庁が周囲の状況により避難及び通行の安全

上支障がないと認めた場合(令第 144 条の４第１号ホ関係)    

 

（ア）認められる場合の例（終端の転回広場より延長を許容する長さ）                   

 

     ａ 緊急車両等の通行を妨げるおそれがなく終端に接道する敷地がない場合は、転

回広場中心線から１２ｍまで延長を伸ばすことができる。 
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（３）延長の計測等 

  ア 指定道路の延長 

指定道路の延長は、道路の屈曲するごとにその接続点から道路の中心線で計測する。 
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イ 指定道路に里道等を含む場合 

   指定道路に里道及び水路が含まれるときは、当該部分を指定道路の延長及び幅員に算 

入する。 

  （ア）縦断する場合 

 

 

  （イ）横断する場合 
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（４）道路幅員の取り方 

  ア 側溝に蓋がない場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ 側溝に蓋がある場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 令第 144 条の４第２号関係（隅切り）                                             

（１）両側隅切り（原則）                                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）片側隅切り(隅切りできない場合）                           

  

 

 

 

 

 

 

有効幅員 

道路幅員（指定） 

有効幅員 

道路幅員（指定） 
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 （３）特殊な場合                                                 

  ① 法第 42 条２項に規定する道路に接続する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ② 歩道付の道路に接続する場合     

   ※ 道路の切下げ範囲については、道路管理者との協議により視野角が十分に確保され、

安全上支障がないと判断できる場合は、この基準によらないことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

   ③ 他の道路に θ1≦120°で接続する場合  

                                                         

 

※θ2＞120°の場合 

 隅切り不要 

 

 

 

 

④ 指定道路がθ1≦120°で折れ曲がる場合                              

 

 

 

 

 

 

 

車道 
歩道の切下げ範囲 

歩道 

歩道 

車道 

  

歩道の切下げ範囲 

2m 以上 
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  ⑤ 指定道路が交差する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 見通しが悪い交差点の場合 

     現に見通しが悪い交差点または見通しが悪くなる恐れがある交差点には、カーブミ 

ラーを設置するなど、交通上の安全措置を講ずること。なお、必要に応じ道路管理者 

と協議を行うこと。 

                                                 

３ 令第 144 条の４第３号関係（表面の仕上げ）                                        

   アスファルト舗装又はコンクリート舗装等ぬかるみとならないものとする。 

   なお、勾配の急な指定道路部分（縦断勾配９％以上の部分）には、舗装にすべり止めの

処理を施すことが望ましい。 

   

  舗装の標準例 

 

   アスファルト舗装              コンクリート舗装 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 令第 144 条の４第４号関係（縦断勾配）                                       

  縦断勾配が 12％以下で、かつ、階段状にしないこと。 

  ただし、特定行政庁が周囲の状況により避難及び通行の安全上支障がないと認めた場合  

においては、この限りでない。                             

 

 

 

 

 

 

25
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0 
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粒度調整砕石 

下層路盤 
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コンクリート版 
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５ 令第 144 条の４第５号関係（排水施設） 

道及びこれに接する敷地内の排水に必要な側溝、街渠その他の施設を設けること。 

側溝の有効幅は、雨水流量計算に基づいて排水上支障がないことを確かめた場合を除き、

道の両側に設けるものにあってはそれぞれ２４０㎜以上とし、片側に設けるものにあって

は３００㎜以上とすること。 

道路側溝の流末処理は、接続先の道路側溝、河川等の管理者と協議し、適切な排水先に

接続すること。 

側溝の蓋は、車両の通行に耐えられる構造とすること。 

 

６ 細則第 15 条関係（境界の標示） 

 指定道路の道路、転回広場及び隅切り部分は、標示杭、側溝等の構造物、縁石、金属プ

レート等で耐久性のある構造又は材料により、位置・形状を標示すること。 

 

７ 法 88 条関係（路肩、法面等の構造） 

   道路と周辺地盤に高低差がある場合は、擁壁を設置するなど安全対策を講じること。な

お、土質に応じた法勾配が確保できる場合はこの限りでない。また、２ｍを超える擁壁の

設置にあたっては、宅地外への設置であっても工作物の確認申請を行うこと。 

   補強コンクリートブロックは、あくまで塀をつくる材料であり、擁壁としての使用は認

められていない。このため、土留めとして使用する場合における安全性の確保については、

十分注意すること。 
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第５ 道路位置指定の申請書に添付を要する図面及び書類等   
   

 
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
 

 
番号 

 
申請書及び添付書類等 

 
正 

 
副 

 
備  考 

 
 １ 

 
道路位置指定申請書  

 
○ 

 
○ 

 
 

 
 ２ 

 
附近見取図            

 
○ 

 
○ 

 
 

 
 ３ 

 
公図                  

 
○ 

 
○ 

 
副は写しで可 

 
 ４ 

 
地籍図（実測図）      

 
○ 

 
○ 

 
 

 
 ５ 

 
敷地計画図            

 
○ 

 
○ 

 
 

 
 ６ 

 
排水計画図            

 
○ 

 
○ 

 
 

 
 ７ 

 
道路横断図            

 
○ 

 
○ 

 
 

 
 ８ 

 
道路縦断図            

 
○ 

 
○ 

 
 

 
 ９ 

 
高低測量図            

 
○ 

 
○ 

 
 

  
10 

承諾書（所有者、権利者及び

道の管理者） 

 

○ 

 

○ 

 
副は写しで可 

 
 11 

 

印鑑登録証明書 
 
○ 

 
○ 

 
副は写しで可 

 
 12 

 
登記簿謄本            

 
○ 

 
○ 

 
副は写しで可 

 
 13 

 
関係法令に基づく許可書等 

 
○ 

 
○ 

 

正副共写しで可 
 
 14 

 
委任状    

 
○ 

 
 

 
 

 
 15 

 
写真        

 
○ 

 
 

 
A4 の用紙に貼る 
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